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茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎの指定管理者募集要項 
 
    茨城県では、茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎの管理について効果的・効率

的に行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び社会

福祉施設等の設置及び管理に関する条例（昭和３９年茨城県条例第１０号、以下「条例」

という。）第６条の規定に基づき、施設の管理運営に関する業務を行う指定管理者を募集

いたします。 
 
１ 管理運営の基本方針 
 （１） 施設の設置目的・性格 

  茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎ（以下「本施設」という。）は、身体 
障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第３４条に規定される無料又は低額

な料金で聴覚障害者に情報提供等を行う聴覚障害者情報提供施設です。 
     茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎは手話通訳者・要約筆記者の養成及

び派遣、聴覚障害者に対する相談業務等を行うことを主な目的としています。 
（２） 施設の役割 

  本施設の役割は、聴覚障害者の自立・社会参加を促進するため次に掲げる業務 
 等を行うことです。 

    ① 手話通訳者・要約筆記者の養成研修及び派遣事業 
  ② 聴覚障害者に対する更生相談事業 
  ③ 字幕入りビデオ製作及びライブラリー事業 
  ④ 聴覚障害者に対する研修・講習会等の開催 
（３）  施設の利用者 

  本施設は聴覚障害者及び社会福祉関係者が利用することを原則としています。 
  ただし、施設定員に余裕がある場合は、一般の方も利用できます。 

 
２ 施設の概要 
（１） 名称   茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎ 
（２） 所在地  茨城県水戸市住吉町３４９番１号 
（３） 施設の設置目的  「１（１）施設の設置目的・性格」を参照してください。 
（４） 設置日  昭和５７年１１月  
（５） 設置根拠  条例 
（６） 施設の概要等 

 ① 構造  鉄筋コンクリート造 2 階建 
 ② 延床面積  ４１１.１１㎡ 
 ③ 建設時期  昭和５７年１１月 
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３ 指定管理者が行う業務 
  指定管理者は、管理運営の基本方針を踏まえ、条例第７条に定める以下の業務（以下 
 「指定管理業務」という）を行います。なお、詳細については、別添「業務仕様書」を

参考として下さい。 
（１） 本施設の維持管理に関すること。 
（２） 「１（２）施設の役割」に掲げる業務 
（３） その他知事が定める業務 
    ＊詳細については、現地説明会において説明します。 

 
４ 管理の基準 
  条例第１１条に定める管理の基準に基づき、運営することと致します。 
（１） 開館日等 

  開館時間 午前９時から午後５時まで（ただし、月曜日は午前９時から正午ま           

  で） 
   休館日  火曜日、国民の祝日、１２月２９日～１月３日 
 ＊知事が必要と認める場合は、変更になる場合があります。 

（２）  利用料金の設定 
   本施設の会議室等に係る利用料金は、条例に定める額の範囲内で、指定管理者 
 が知事の承認を得て決定することとし、料金の算定方法や納入の詳細については、 
 別途定める必要があります。 

なお、本施設の利用料金は会議室（８０名収容）、研修室（３０名収容）等で設

定することとなります。 
（３）  利用料金の減免 
     条例及び茨城県聴覚障害者福祉センターやすらぎ管理規則（昭和５７年茨城県

規則第５８号）の規定に基づき、指定管理者は利用料金の減免を行うことができ

ます。 
（４）  関係法令等の遵守 

   業務の遂行に当たっては、次に掲げる指定管理業務遂行に関連する法令等

を遵守してください。 
  ア 地方自治法 
  イ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

ウ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１

３７号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）等の労働関係法 
エ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８

６号）電気 
事業法（昭和３９年法律第１７０号）等の施設・設備の維持管理保全関係法令 
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  オ その他指定管理業務遂行に関連する法令等 
（５）  平等かつ適切なサービスの提供 

  利用者に対して平等かつ適切なサービスの提供を行う必要があります。 
（６）  適切な施設の維持管理 

  本施設の維持管理を適切に行う必要があります。 
（７）  適切な個人情報の取扱い 

  指定管理者は、指定管理業務を通じて取得した個人情報について、その取扱い 
 に十分留意し、保護を図るために、別途締結する協定において必要な措置を講じ 
 ることとします。 
  なお、正当な理由のない個人情報の漏えい等については、茨城県個人情報の保 
 護に関する条例に基づく罰則が適用される場合があります。 

（８）  事業計画書及び収支計画書の提出 
  毎年度２月末までに、次年度の事業計画及び収支計画書について、県と調整の 
 うえ作成し、提出してください。 

（９） 事業実績報告書 
  毎年度終了後に、指定管理者業務全般に係る事業実績報告書を提出してくださ 
 い。 

（10） 業務の一括委託の禁止 
  指定管理者は、管理に係る業務を一括して第三者へ委託し、又は請け負わせ      
    ることはできません。ただし、「１（２）施設の役割」に掲げる業務を除く業務 
    の一部については、県と協議のうえ委託することができます。 
  （11） 守秘義務 
    指定管理者は指定管理業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏 
    らしたり、自己の利益のために使用することはできません。指定期間が終了した

後も同様とします。 
 （12） 情報公開 
     指定管理者は、指定管理業務を通じて作成、取得した情報について、開示や提 
    供の申出があった場合には、これに応えるために情報公開規定の整備や、情報提 
    供施策の充実などに努めることとします。 
 （13） 環境への配慮 
     指定管理者は、環境関連法令を遵守して指定管理業務を実施する必要がありま  
    す。 
     特に、省資源、省エネルギー推進のため、電気やガソリン、紙類等の使用量削  
    減に向けた具体的な目標を設定するなど、積極的な取り組みを行っていただきま   
    す。 
     また、廃棄物の排出抑制やグリーン購入の推進、化学物質等の適正管理、施設 
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    周辺の生態系の保全等、環境に配慮した取り組みに務めることとします。  
  

(14)  評価の実施 
     指定管理者は、事業報告書の作成・報告、利用者満足度調査の実施、苦情・要

望等への対応を通じ、主体的な業務改善に取り組むとともに、管理運営に関する

自己評価を定期的に実施し、県に報告することとします。 
 
 （15） その他 
  管理の基準に関する細目は、仕様書で定めるものの他、別途、県と指定管理者の

間で締結する協定で定めることとします。 
 
５ 指定管理者と県における責任分担 
  指定管理者と県の責任分担は、別表のとおりとします。 
  ただし、別表に定める事項に疑義のある場合、又は定めのない事項については、指定 
管理者が県と協議して決めることとします。 
 

６ 指定管理者の指定期間 
  指定期間はは令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間を予定して

います。この期間は、議会議決後、正式な指定期間となります。 
 
７ 利用料金収入 
  利用者が施設の利用等のために納入した利用料金は指定管理者の収入となります。 
  なお、この利用料金の額は、条例に定める額の範囲内において、あらかじめ知事の承 
認を得て、指定管理者が定めることになります。 

 
８ 指定管理者の業務に係る経費 
  本施設の管理に係る全ての経費は、県が支払う管理経費（以下「指定管理料」という。）

及 
 び利用料金をもって充てることとします。 
 （１） 指定管理料の限度額 
     指定管理料の額は、年額 ３１，５０７千円（消費税及び地方消費税を含む）

を上限として、毎年度、一定額の削減に努めることとし、５年間で１５７，５３

５千円（消費税及び地方消費税を含む）を上限とします。 
 （２） 経費に関する協議 

  指定管理業務に要する経費については、各年度ごとに指定管理者から提出され 
 る収支計画書を踏まえ、県と指定管理者の間で協議し、毎年度の年度協定におい 
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 て定めます。 
（３） 経費の支払い 

 県は、指定管理業務に要する経費から利用料金及びその他の収入を差し引い

た額を、指定管理業務の対価（以下「指定管理料」という。）として、各年度

の予算の範囲内で、指定管理者に支払います。 
ただし、指定期間中に賃金水準及び物価等の変動があった場合は、県におい

て、賃金水準や物価等の変動を反映するための指標を基に指定管理料の見直し

の上限額を算定し、その範囲内で、当該年度及び翌年度における指定管理料の

増減を行います。詳細は、別添「指定管理者制度におけるスライド制度運用の

手引き」を御参照ください。 
また、上記以外の場合においても、県又は指定管理者は、物価等の変動等に

より、当初年度協定において定めた指定管理料が不適当となったと認めたとき

は、指定管理料の変更を申し出ることができるものとし、変更の可否や変更後

の金額等については、県と指定管理者の協議により定めるものとします。 
なお、過去３ヵ年の本施設に係る利用料（使用料）収入及び指定管理料につ

いては、別添資料を参照してください。 
  （４）  指定管理料の精算 

指定管理者が上記４の管理の基準、県が承認した毎年度の事業計画書及び収支

計画書における業務内容や業務目標等に従い、確実に指定管理業務を実施した場

合において、利用料金収入の増加、経費の節減など指定管理者の経営努力により

生み出された剰余金については、原則として精算による返還を求めません。 
ただし、人件費及び修繕・改築等の費用については、当初の見込み額に残金が

生じた場合は返還を求めます。 
また、利用料金収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた

場合は、原則として補填は行いません。 
 
９ 応募者の資格要件 

（１） 応募者の資格は、茨城県内に拠点となる事務所（緊急時に、迅速かつ適切な対応

を行うことができる体制を有する者であること。）を置く法人その他の団体であ

って、次のいずれにも該当しない者とします。 
ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定

に該当する者 
イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加

の制限を受けている者 
ウ 茨城県から指名停止の措置を受けている者 
  エ 県税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者 
オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを

し、若しくは申立てがなされている者又は、民事再生法（平成１１年法律第
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２２５号）に基づく更生手続開始の申立てをし、若しくは申立てがなされて

いる者 
  カ 茨城県暴力団排除条例（平成２２年茨城県条例第３６号）第２条第１号

若しくは第３号に規定する者又は次に掲げる者。 
（ア）暴力団員が事業主又は役員となっている者 
（イ）暴力団員以外の者が代表取締役を務めているが、実質的には当該暴力

団員がその運営を支配している者 
（ウ）暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用してい

る者 
（エ）暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約、資材、原材料

等の購入契約を締結している者 
（オ）暴力団又は暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者 
（カ）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有

するなど社会的に非難されるべき関係を有している者 
 

（２）複数の法人その他の団体がグループを構成して応募する場合（以下「グループ応

募」という。） 
   構成法人又は団体の中から、代表法人又は団体を定めて下さい。この場合、代表

法人又は団体は、茨城県内に事務所（上記（１）の事務所）を置く法人その他の団

体であって、グループにおける責任割合が最大であることが条件となります。 
   なお、単独で応募した法人その他の団体が他のグループ応募に係るグループの構

成員となること及びグループ応募に係るグループの構成員が他のグループ応募に係

るグループの構成員になることはできません。   
 
１０ 申請書類 
  応募に係る申請書類は次のとおりです。 
【申請書類】 
（１） 指定管理者指定申請書（様式１） 
（２） 事業計画書（様式２） 
（３） 収支計画書（様式３） 
（４） その他の添付書類 
  ① 団体の概要に関する書類（様式４） 
  ② 定款、寄付行為その他これらに準ずる書面 
  ③ 法人にあっては登記事項証明書（１ヶ月以内に取得したもの） 
  ④ 前事業年度における財産目録、貸借対照表、損益計算書その他団体の財務状況 

を明らかにする書面 
  ⑤ 前事業年度における事業報告書その他団体の業務内容を明らかにする書面 
  ⑥ 役員の名簿及び履歴書 
  ⑦ 県内の県税事務所が発行した県税に未納がないことを証する納税証明書 
    （茨城県に納税義務がある者に限る。） 
  ⑧ 税務署が発行した消費税及び地方消費税に未納がないことを証する納税証明書     
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    （茨城県に納税義務がない者に限る。） 
  ⑨ その他、知事が特に必要と認める書類 
【グループ応募の場合】 
 （１）から（３）のほか、グループ内における各団体の役割、責任分担に関する事項（任 

意様式）を添付してください。 
 また、構成団体ごとに（４）の書類を添付して下さい。 
【提出部数】 
 正本１部 、副本１５部 
【応募にあたっての留意事項】 

・ 必要に応じ追加資料をお願いすることがあります。 
・ 提出された書類に虚偽の記載又は不正があった場合は失格とします。 
・ 提出された書類については変更することができません。 
・ 提出された書類は返却しません。 
・ 指定申請書提出後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。 
・ 応募に関する費用は、すべて応募者の負担となります。 
・ 応募者は、当該応募について選定委員（１３（１）参照）との接触を禁止します。 
  選定委員との接触の事実が認められた場合には、失格となることがあります。 

 ・ 選定結果として申請者名、審査結果の概要等の公開をする場合があります。ま

た、提出された申請書類等は、茨城県情報公開条例又は個人情報保護法に基づ

く請求があった場合、開示されることがあります。 
   
１１ スケジュール 
（１） 募集 

① 募集要項配布     令和７年９月１日（月）～令和７年９月３０日（火） 
② 募集に関する質問   令和７年９月１日（月）～令和７年９月２２日（月） 
③ 現地説明会      令和７年９月２６日（金） 
④ 申請書類の受付    令和７年９月１６日（火）～令和７年９月３０日

（火） 
 
（２） 選定 

① 第一次審査（書類審査）結果    令和７年１０月中旬 
② 第二次審査（プレゼンテーション） 令和７年１０月下旬 

（３） 指定管理者の候補者決定       令和７年１１月中旬 
（４） 議会の議決             令和７年１２月中旬（予定） 
（５） 指定管理者の指定の告示       議会の議決後速やかに行います。 
（６） 協定の締結              当該予算に係る議会の議決後速やか
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に行います。 
（７） 指定管理業務の開始         令和８年４月１日 

 
１２ 応募の手続き 
  （１）  募集要項等の配布 
   【配布期間】   令和７年９月１日（月）～令和７年９月３０日（火） 
           （土曜日、日曜日及び祝日を除く） 
            午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。 
   【配布窓口】   茨城県福祉部障害福祉課（茨城県庁１３Ｆ） 
            茨城県水戸市笠原町９７８番６ 
            ℡ ０２９（３０１）３３６３   
           ＊県のホームページからダウンロードもできます。 
                      ホームページアドレス 

http://www.pref.ibaraki.jp/kurasu/fukushi-kosodate/shogaisha/index.html 
            
（２）  募集に関する質問 

  募集に関する質問は、質問書（様式５）により行ってください。提出方法は郵送、 
   ＦＡＸ、E メールとします。なお、電話及び口頭による質問は受け付けておりませ 
   ん。 
     なお、質問に対する回答は、現地説明会にて行います。 

（３） 現地説明会 
       応募者は可能な限り説明会に出席して下さい。その場合、令和７年９月１９日

（金）までに参加申込書（様式６）を提出して下さい。提出方法は郵送、ファッ

クス、メールとします。 
【開催日時】  令和７年９月２６日（金）午後２時から 
【開催場所】  茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎ 

茨城県水戸市住吉町３４９番地１号 
 ℡ ０２９（２４８）００２９ 

（４） 申請書の受付 
  【提出方法】  申請書類は、持参又は郵送とします。 
  【提出場所】  茨城県福祉部障害福祉課（県庁舎１３Ｆ） 
             茨城県水戸市笠原町９７８番６ 
          ℡ ０２９（３０１）３３６３   

【受付期間】  令和７年９月１６日（火）から令和７年９月３０日（火）まで 
          （土曜日、日曜日及び祝日を除く） 
          平日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。 
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１３ 指定管理者の指定 
  条例第９条の規定に基づき、下記の選定基準により指定管理者の候補者を選定し、議 
  会の議決を経て指定管理者として指定します。 
（１） 指定管理者の候補者の選定は、茨城県福祉部障害福祉課が設置する指定管理者

選定委員会において、次の選定基準により行います。 
  ① 指定管理業務の実施に係る計画書（以下「計画書」という。）において、本施 
   設の平等な利用が確保できるものであること。 
   ・ 利用者の平等な利用の確保されているか。 
   ・ 利用者本位のサービスが提供されているか。 
  ② 計画書の内容が本施設の機能・効用を最大限に発揮させるものであること。 
   ・ 本施設の設置目的や性格を十分に理解した計画の内容か。 
   ・ 適切な施設の維持管理が確保されているか。 
   ・ 計画書の内容を適切に遂行できるか。 

   ③ 本施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 
   ・ 効率的な管理運営が行えるか。 
  ④ 計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであ 
   ること。 
  ・ 安定的な経営基盤を有しているか。 
  ・ 効果的・効率的な管理運営の体制か。 
  ・ 収支計画は妥当か。 
  ・ 本施設又は類似施設における相当の知識又は管理実績を有しているか。 
  ・ 指定管理業務に必要な相当の知識及び経験を有する適切な人材を確保できる 
   か。 

  本施設においては、常勤のセンター長１及び手話通訳者派遣事業等を行う常勤 
 の職員を２名以上を配置する必要があります。また、本施設においては、県の手

話通訳者の登録を受けている（又は同等以上の能力を有する）者を常時配置して

おく必要があります。 
    ・ 適切に個人情報を管理できるか。 
（２） 審査は、提出された事業計画書等により一次審査（書類審査）を行った後、通 
   過者について二次審査（プレゼンテーション）を行います。一次審査の結果は、 
   令和７年１０月中旬頃までに文書で通知します。 
（３） 審査結果の通知は、令和７年１１月中旬頃、一次審査の通過者に対し文書で通

知します。 
 

１４  指定管理者指定後の手続等 
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（１） 指定管理者との協定締結 
     指定管理者の指定後（令和７年１２月中下旬頃）に、県と指定管理者は、指定

管理業務の細目等について協議のうえ、指定期間における基本的事項を定めた「基

本協定」及び年度（４月１日から翌年３月３１日）ごとに締結する「年度協定」

を締結します。 
   なお、協定書に定めのない事項又は協定書の内容に疑義が生じた場合は、改め 
  て協議することとします。 

  （２）  協定書の主な内容 
  【基本協定の主な内容】 

  ① 業務に関する基本的事項（施設の概要、指定管理業務、指定期間等） 
  ② 遵守事項 
  ③ 指定管理料に関する事項 
  ④ 利用料金に関する事項 
  ⑤ 管理業務に係るリスク分担に係る事項 
  ⑥ 実施計画書の提出に関する事項 
  ⑦ 事業報告書の提出及びその他報告事項に関する事項 
  ⑧ 秘密の保持、個人情報の保護に関する事項 
  ⑨ 管理業務の継続が困難となった場合の措置等 
  ⑩ 指定の取消し等に関する事項 
  ⑪ 損害賠償に関する事項 
  ⑫ 施設等の引渡し、管理業務の引継ぎに関する事項 
  ⑬ 権利譲渡等の制限に関する事項 
  ⑭ 留意事項及び協議事項に関する事項 
  ⑮ その他 
【年度協定の主な内容】 
  ① 管理業務の内容に関する事項 
  ② 指定管理料の額に関する事項 
  ③ その他 

 
１５ 指定管理者の取消し等の措置について 
（１） 指定管理者の責めに帰すべき事由により、当該指定管理者による管理を継続又は

開始することが適当でないと認められるときは、指定管理者の指定の取消し又は業

務の全部若しくは一部の停止を命じる場合があります。 
 【指定管理者の責めに帰すべき事由】 
   ① 正当な理由なくして、協定の締結に応じないとき。 
   ② 指定管理者が遵守すべき法令等に違反したとき。 
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   ③ 計画書に沿った管理を怠り、管理上重大な支障が生じたとき。 
    ④ 指定管理者が財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められ  
     るとき。 
    ⑤ 社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくないと認めら 
     れるとき。 
    ⑥ その他指定管理者による業務の継続が困難となったとき又はそのおそれが生  
     じたとき。 
 （２）  指定が取り消された場合の賠償等 

      上記１５（１）指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者の指定が

取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止された場合、指定管理者は、

県が被った損害を補償しなければなりません。 
   （３）  不可抗力等による場合 

   不可抗力その他県又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、    
  業務の継続性が困難となった場合、県と指定管理者は、業務継続の可否等につ 
  いて協議を行い、継続が困難と判断した場合、県が指定管理者の指定の取り消 
  し、又は業務の全部もしくは一部の停止を命じることができるものとします。 

 
１６ 指定管理業務の引継について 
  指定期間の終了又は指定の取消しにより、次期指定管理者に指定管理業務を引き継ぐ  
 場合は、業務が円滑に引き継がれるよう協力していただきます。 
 
１７ 問い合わせ先 
  茨城県福祉部障害福祉課自立支援グループ 
  住  所：茨城県水戸市笠原町９７８番６（〒３１０－８５５５） 
  電  話：０２９（３０１）３３６３ 
  Ｆ Ａ Ｘ：０２９（３０１）３３７０ 
  E メール：.shofuku-jiritsu@pref.ibaraki.lg.jp 

県ホームページアドレス： 
http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/hokenfukushi/shofuku/index.html 
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（別表） 
指定管理者と県における責任分担 

 
指定管理者 茨城県 

 施設（設備、備品等を含む）の維持管理 ○  

 安全衛生管理 ○  

 個人情報の保護・管理 ○  

 事故、災害等による施設の現状回復 ○ 
（責めに帰すべき事由であることき） ○ 

 施設利用者の被災に対する責任 ○ 
（責めに帰すべき事由であることき） ○ 

 県有施設の火災保険の加入  ○ 

 包括的な管理責任  ○ 

  利用者に係る保険（施設賠償責任保険） ○  

 施設の修繕・改築等の実施   

（１）施設 
見積額 30 万円未満の修繕・改築 ○  

上記以外 指定管理者と県において協議のうえ決定します。 

（２）設備 
見積額 30 万円未満の修繕 ○  

上記以外 指定管理者と県において協議のうえ決定します。 

（３）備品 
見積額 30 万円未満の修繕・更新 ○  

上記以外 指定管理者と県において協議のうえ決定します。 

 
＊ 上記にかかわらず、指定管理者の責めに帰すべき事由（故意・過失・怠慢等）により 

 生じたものについては、指定管理者の責任（負担）となります。 
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（別添資料） 
１ 過去 3 ヵ年施設使用料収入実績 
                          （単位：円） 

年度・月 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

4 月 6,880 7,000 7,230 

5 月 4,140 1,720 9,040 

6 月 6,250 3,890 6,970 

7 月 3,860 5,380 4,920 

8 月 5,900 3,530 6,670 

9 月 6,010 6,270 4,590 

10 月 5,620 6,570 8,450 

11 月 2,500 7,390 11,920 

12 月 2,790 2,730 5,540 

１月 4,190 5,860 3,780 

２月 3,490 4,890 9,060 

3 月 7,460 7,530 10,900 

計 59,090 62,760 89,070 
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２ 過去 3 ヵ年の県指定管理料支出額 
（１） 指定管理料総額 

                             （単位 円） 
年 度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

指定管理料 31,212,798 33,318,333 28,429,456 

 
 （２）  指定管理料内訳 
   ① 施設管理料 

 施設管理業務、字幕入りビデオ貸出し、管理業務等 
                                                           （単位 円） 

経費区分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

人 件 費 13,296,767 14,184,045 11,076,060 

     
   

事 
     

業 
 

費 

報償費 622,000 307,600 117,000 
旅費 235,635 223,795 188,390 
消耗品費 318,387 303,155 329,339 
印刷製本費 159,444 348,742 162,418 
光熱水費 997,195 745,928 1,025,679 
修繕費 459,470 503,250 246,510 
食糧費 0 0 0 
通信運搬費 931,008 1,290,546 982,006 
保険料 10,395 10,400 19,616 
手数料 0 0 0 
租税公課 0 0 0 
委託料 2,602,270 2,665,550 2,582,707 
使用料及び賃借料 1,295,942 1,293,675 1,345,564 
備品費 0 0 0 
減価償却費 151,929 127,902 329,339 
負担金，補助及び交付金 2,393,000 3,052,312 1,518,630 
事業費計 10,176,675 10,872,855 8,847,198 

合計 23,473,442 25,056,900 19,923,258 
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② 地域生活支援事業等委託 

手話通訳者・要約筆記奉仕員養成・派遣事業等 
                              （単位：円） 

 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 
報酬費 931,420 955,631 942,333 
報償費 1,525,376 1,594,038 2,448,892 
旅費 504,308 542,148 716,304 
消耗品費 36,414 367,198 13,976 
印刷製本費 0 0 0 
光熱水費 913 179,027 913 
修繕費 0 0 0 
通信運搬費 15,850 6,986 43,588 
保険料 75,654 81,414 77,904 
使用料及び賃借料 31,134 17,635 48,647 
手数料 33,000 0 9,130 
備品費 0 0 0 
負担金，補助及び交付金 776,539 451,680 926,924 
合   計 3,930,608 4,195,757 5,228,611 

 
  ③ 字幕入りビデオ作成事業委託 

                              （単位：円） 
 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 
報酬 1,348,374 1,488,350 1,546,238 
共済費 0 0 0 
報償費 775,598 685,580 0 
旅費 13,512 25,412 2,240 
消耗品費 5,269 56,130 5,192 
修繕費 33,000 28,000 0 
通信運搬費 1,848 1,648 0 
手数料 0 25,400 18,260 
委託料 38,280 71,280 38,280 
減価償却費 0 0 0 
負担金 44,155 30,692 36,555 
合   計 2,260,036 2,412,492 1,646,765 
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④ ろうあ者福祉事業委託 
                              （単位：円） 

 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 
報酬 1,466,689 1,415,615 1,460,659 
共済費 7,200 7,200 7,200 
報償費 0 0 0 
旅費 12,544 34,326 59,076 
消耗品費 0 1,178 2,500 
印刷製本費 0 0 0 
通信運搬費 292 1,825 7,937 
手数料 0 2,520 293 
備品購入費 0 58,006 0 
負担金 61,987 132,514 93,157 
合   計 1,548,712 1,653,184 1,630,822 
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（様式１） 
           茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎ 

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書               
                                年  月  日  
    
  茨城県知事    殿 
 
                     申請者  所在地 
                          名称 
                          代表者の氏名     印 
                          電話番号 
 
  茨城県立聴覚障害者福祉センターやすらぎの指定管理者の指定を受けたいので、社会 
 福祉施設等の設置及び管理に関する条例第８条の規定により申請します。 
  
 
 
 
 添付書面 

   １ 事業計画書（様式２） 
   ２ 収支計画書（様式３－１、３－２） 
   ３ 団体の概要に関する書類（様式４）  
   ４ 定款、寄付行為その他これらに準ずる書面 
   ５ 法人にあっては登記事項証明書（１ヶ月以内に取得したもの） 
   ６ 前事業年度における財産目録、貸借対照表、損益計算書その他団体の財務状況 

を明らかにする書面 
   ７ 前事業年度における事業報告書その他団体の業務内容を明らかにする書面 
   ８ 役員の名簿及び履歴書 
   ９ 県内の県税事務所が発行した県税に未納がないことを証する納税証明書 
    （茨城県に納税義務がある者に限る。） 
 １０ 税務署が発行した消費税及び地方消費税に未納がないことを証する納税証明書 
    （茨城県に納税義務がない者に限る。） 

１１ その他、知事が特に必要と認める書類 
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（様式２） 
 様式は任意としますが、次の事項について計画書を作成してください。 
 １ 本施設の人員配置について 
   従事（予定者）氏名、担当業務等を具体的に記入してください。 
 
 ２ 募集要項１（２）施設の役割に掲げる事業それぞれについて、実施計画書を作成し 

てください。 
 ・実施予定時期、実施予定場所 
 ・実施方法 
 ・実施要項等があれば添付願います。 
 

 ３ 募集要項１（２）施設の役割に掲げる事業以外の事業を予定している場合は、上記 
２にならって計画書を作成してください。 
 

 ４ 施設の維持管理計画について年間計画を作成してください。 
 



 - 21 - 

（様式３－１） 
収支計画書 
令和○○年度の収支計画書  
【収入の部】                           （単位：千円） 

区分 金額 積算内訳 

指定管理料   

利用料金   

 （事業収入）   

 （その他収入）   

   

収入合計   

 
 
【支出の部】 

区分 金額 積算内訳 

人件費   

維持管理費   

○○○事業費 
 

  

  

  

支出合計   

＊指定期間の収支計画書を年度ごとに作成して下さい。 
＊区分の内訳は例示です。適宜、追加・修正して下さい。 
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（様式３－２） 
収支計画書（令和８年度から令和１２年度） 

（単位：千円） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 増減理由 

収

入

項

目 

管理運営委託料       

利用料金収入       

……       

収入合計       

支

出

項

目 

人件費       

設備管理費       

……       

……       

       

       

支出合計       

＊区分の内訳は例示です。適宜、追加・修正して下さい。 
＊令和８年度～令和１２年度における各年度の収支予算を主な収入支出項目に区分して 
 示して下さい。 
＊消費税及び地方消費税を含んだ額を記載して下さい。 
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（様式４） 
団体の概要に関する書類 

ふりがな 
団体の名称  

代表者名  

団体の所在地 
〒 

電話番号  ＦＡＸ  

申請団体の名称 
（グループ応募の場合）  □代表団体 □構成団体 

（いずれかに○） 

設立年月日  

沿革  

資本金又は基本財産  

従業員数  

類似施設（業務）

の運営実績  

免許、登録  

応募に関する担当

者当 

役職・氏名  所 属  

電話番号  ＦＡＸ  

 
＊会社概要等がある場合は添付してください。 
＊欄が不足する場合は、別紙を追加してください。 
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（様式５） 
指定管理者指定申請に係る質問書 

 
 茨城県福祉部障害福祉課 
 住 所：茨城県水戸市笠原町９７８番６ 
 ＦＡＸ：０２９（３０１）３３７０ 
Ｅメール：.shofuku-jiritsu@pref.ibaraki.lg.jp 
 

令和  年  月  日 

団体の名称  

質問者 
役職・氏名  所属  

住所  電話番号  

 
 
 
 
 
 

質問内容 
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（様式６） 
指定管理者現地説明会参加申込書 

 
茨城県 
 福祉部障害福祉課 
 住 所：茨城県水戸市笠原町９７８番６ 
 ＦＡＸ：０２９（３０１）３３７０ 
Ｅメール：.shofuku-jiritsu@pref.ibaraki.lg.jp 
 

令和  年  月  日 
 
 次のとおり、令和７年９月２６日（金）開催の現地説明会への参加を申し込みます。 
 

団体名称  

団体の所在地  

 
参加者（１団

体 2 名以内） 

氏名  役職  

所属  電話番号  

氏名  役職  

所属  電話番号  

＊グループ応

募の場合 

いずれかに○   □代表団体    □構成団体 

申請団体の名称  

 
 
 


